
はじめに

　わが国は、２０世紀において、最も急速に経済成

長と人口の都市集中を進めた国のひとつである。

その中にあって、経済成長と人口集中に取り残さ

れたように見なされる地域が、本論文で取り上げ

る中山間地域である。

　中山間地域は、これまで農業の条件不利性、過

疎現象、国土政策など様々な側面から研究され、

対策が進められてきた。しかし、前半の３節まで

において説明するように、現在中山間地域におい

ては、地域構造全体の決定的転換が進みつつあり、

従来の延長線上の研究や政策は、その有効性を失

いつつある。本論文では、続く４節において、

１９９０年代以降の中山間地域に関する研究成果と関

連する政策展開を整理した上で、今後の持続的な

地域経営を設計・マネジメントする新たな研究・

政策フレームの条件を集約し、５節において具体

的なマネジメントツールとしての ���（地理情報

システム）の有用性を検討する。

１．中山間地域の概況

盧　中山間地域の定義

�）農業行政用語としての中山間地域
　中山間地域とは、元来農業行政用語であり、初

めて使われた１９８９年の農業白書では、「平野の周辺

部から山間部に至る、まとまった耕地が少ない地

域」とされている。農業統計上は、漓 ���（人口

集中地区）の占める面積割合や人口密度が低く、

滷耕地率が低く林野率が高い、澆耕地の傾斜度が

大きい、といった市町村がこれに該当する。

　この農業統計による中山間地域の定義・区分は、

現在最も公式かつ一般的なものであり、統計デー

タ等も対応整備されているところから、本論文に
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要　　旨
　本論文は、全国でも人口の減少と高齢化が先行して進む島根県の中山間地域の現状を、まず人口面か

ら地域類型ならびに集落単位で分析し、現在島根県の中山間地域が急速な人口・世帯の減少局面を迎え

ていることを明らかにする。

　このような急速な人口・世帯の減少は、中山間地域における主要産業の雇用減少を背景としており、

減少の影響は、コミュニティ活動や環境管理等に地域全体に及ぶ構造的なものとなっている。

　中山間地域に関しては、社会・産業・環境・行政等多様な研究や政策が展開されている。そうした研

究や政策の整理から、地域システム全体を環境・持続指向で再構築する総合マネジメントシステムのフ

レームづくりの必要性が集約される。

　近年、急速に普及・発達している ���（地理情報システム）は、こうした分野・地域・時系列を横断

する新たな地域マネジメントを支援するツールとして極めて有効であり、インターネットとの連動によ

り地域住民・都市住民も含めた広範な情報共有を実現できる可能性を有している。
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おいて、別に注釈しない限り、この農業統計上の

区分を分析等に使用する。

盪　中山間地域の現状

�）国土の７割を占める中山間地域
　中山間地域は、国土全体の約７割を占めている

が、そこにはわが国の人口の１３．８％しか居住して

いない。島根県では、中山間地域の占める割合は

一層高く、面積では９割以上、人口でも６割以上

を占めている（表１）。

�）人口減少と高齢化が進む中山間地域
　中山間地域では、現在、急速に人口の減少と高

齢化が進んでいる。１９９５年からの５年間で全国の

中山間地域では、人口が２．７％減少している。山間

地域に限れば減少率は４．８％に達している。同様の

人口減少は、更に速度を増して、島根県でも見ら

れる。また、人口の高齢化においても、中山間地

域は、全国平均を大きく上回っており、全体の高

齢化率は２５．１％となっている。島根県の山間地域

では、高齢化率は３割を超す現状となっている

（表２）。

２．島根県中山間地域における地域構造の転換

　本節では、全国的に見ても、中山間地域の占め

る割合が高く、高齢化率等の指標を見ても全国の

中山間地域に先行して地域構造の転換局面と迎え

ていると目される島根県の中山間地域の現状を分

析する１）。

盧　始まった「主力世代」の引退局面
　島根県の中山間地域人口を最も特徴づけるもの

は、人口の２８．９％が６０代・７０代で占められている

ことである（図１）。特に、６５～７４歳のいわゆる前

期高齢者世代は構成比で１５．９％に上り、実に６人

に１人がこの年齢層という、まさに「主力世代」

を形成している。

　このような大きなピークが高年齢層に存在する

事実は、中長期的にかなり急激な人口減少を不可

避なものにしている。しかし、これから島根県の

中山間地域に及ぼされる影響は、単なる総人口の

縮小に留まらない。なぜならば、現在の前期高齢

者は、中山間地域における地域社会や産業の主要

な担い手となっているからである。例えば、島根

県の中山間地域における農業就業人口（販売農家）
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表１　中山間地域の占める割合（％）

山間中間平地都市地域項目

３６．２３２．５１２．６１８．８全国
面積

６４．１２７．０３．０５．９島根

３．５１０．３８．２７８．１全国
人口

２１．２３９．８７．５３１．５島根

＊２０００年国勢調査

表２　人口増減率と高齢化率の比較（％）

山間中間平地都市地域項　　目

�４．８�１．９０．８１．８全国人口増減率

�５．０�２．９�０．２３．３島根

２８．１２４．１２０．６１５．６全国高 齢 化 率

３２．９２５．９２２．３１８．７島根

＊１９９５年・２０００年国勢調査

１）島根県では、１９９９年に全国初の中山間地域活性化基
本条例を施行し、市町村単位ではなく、より細かな旧
町村・集落単位で、条件不利地域としての中山間地域
指定を行っているが、本章では集落データベースによ
る分析を除き、全国データとの整合性を有する農業統
計上の中山間地域区分に従い、分析を行う。また、
２００４年１月時点で島根県内において既に複数の市町村
合併が成立しているが、データの整合性を考え、本章
では合併以前の２０００年現在の行政区分により、分析を
行う。

図１　島根県中山間地域人口の年齢構成
＊２０００年国勢調査、郡部町村の集計データ



の４３．３％は、６５～７４歳の前期高齢者世代で占めら

れている２）。また、中山間地域の産直直売所調査

では、売上高の７０．５％が、この世代で占められて

いる事例も上がっている３）。そして、集落の代表

者である自治会長の年齢構成を見ても、同じ６５～

７４歳の世代で２６．９％を占めている４）。

　また一方では、全域が中山間地域内の邑智郡で

介護保険制度導入に際し行われた調査によれば、

６５～７４歳の前期高齢者世代の要介護認定率は

５．６％と低く、７５歳以上の後期高齢者の２９．６％と

比して明らかな違いが見られる５）。このように、現

在の中山間地域の社会や産業は、６５～７４歳の前期

高齢者世代の「元気さ」に支えられている部分が

極めて大きい。

盪　中山間地域人口の中長期的予測
　わが国全体においても、２００６年から総人口が減

少局面を迎えると予測されることから６）、経済や社

会の抜本的な改革の必要性を訴える声が高まって

いる（松谷、２００４）。こうしたわが国全体に先んじ

て減少局面に入っている島根県の中山間地域にお

いては、どのような減少の様相、すなわち規模、

速度、地域特性が抽出されるのであろうか。

　まず、島根県の市町村別の地域類型と県を３分

する地域エリアの区分を図２に示す。

　図３は、島根県における地域類型別の今後２５年

間の人口予測を示したものである。１９９５年から

２０００年における人口動態状況が継続することを前

提にすれば、島根県中山間地域の人口は、全体と

して２０００年からの２５年間で２４．４％減少する。また、

山間地域（すべて郡部）の減少率は、２９．１％に及

ぶ。

蘯　集落の小規模化・高齢化と消滅の危機
　中山間地域における最も基礎的な地域運営単位

は集落であり、常会の開催等を通じて一定の地域

内の調整・運営機能を発揮している。したがって、

集落単位での人口動向は、このような従来からの

基礎的な地域運営単位の持続性を把握する上で重

要な意味を持つ。

　まず、１９９９年から２００４年にかけての集落の人口

ならびに世帯の増減率について分析を行う。集落

人口については、５年間で全体の７４．８％が減少傾

向（増加集落は２０．２％）を示し、全体の４割近い

１，３７０集落が１０％を超える減少率を示している。集

落世帯数については、全体の４３．０％が５年間で減
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２）２０００年農業センサス　６０歳以上では全体の７９．０％を
占める。
３）２００３年島根県中山間地域研究センター地域研究グ
ループによる事例調査
４）中国地方中山間地域振興協議会による１９９８年アン
ケート調査による島根県中山間地域３１２集落代表者の
データ。６０歳代以上では、４５．５％。
５）１９９８年島根県健康福祉部調査によるデータ
６）厚生労働省人口問題研究所による予測データ

図２　島根県における市町村ごとの地域類型

図３　島根県中山間地域の人口予測
＊島根県中山間地域研究センター地域研究グループが、
１９９５年・２０００年国勢調査の各市町村人口年齢構成デー
タからコーホート変化率法により算出したデータを地
域類型別に集約



少傾向（増加集落は２９．９％）を示し、全体の約６

分の１にあたる６０３集落が１０％を超える減少率を示

している。（図４）

　次に、図５により、集落社会におおきな影響を

有する集落世帯数の増減率について、地理的な分

布特性を示すと、明らかに西部の石見地域の山間

部に高い世帯減少率を示す集落が集中している。

ちなみに、１０％を超える世帯減少率を示した集落

のうち約４分の３の４３７集落が石見地域に分布して

いる。

盻　まとめ
　以上、本節では、島根県中山間地域における人

口動態を年齢構成、地域類型そして集落単位によ

り探ってきた。

　まず、年齢構成面から述べると、中山間地域の

文字通り「主力世代」である現在６５～７４歳の年齢

層が今後１０年間で「引退」局面を迎えることが重

大である。

　地域類型別で集約すると、島根県の中山間地域

全体の平均では今後２５年間で２４．４％、山間地域で

は同じく２５年間で２９．１％の急速な人口減少局面を

迎えることが予測される。

　そして、集落単位の人口動態では、集落の規模

縮小がまず人口面から進行しいる。また、集落世

帯数の減少率が高い集落が石見地域の山間部に集

中的に分布しており、石見地域の山間部では、す

でに世帯が１軒１軒消えていく段階が訪れている

集落が増えている。

　このように、全国に先行して人口減少と高齢化

が進む島根県中山間地域においては、従来までと

は質的に異なる急速な人口減少と高齢化が、世帯

減少を伴い進行している。

３．人口・世帯減少の背景と社会・環境への影響

　本節では、前節で述べた急速な人口・世帯減少

について、産業、社会（コミュニティと生活シス

テム）、環境、土地の相続と利用などの面から、そ

の背景と影響を分析する。

盧　人口減少の背景～中山間地域の産業動向と雇
用の消失
　これまで述べてきた全面的な人口減少の背景と

してまず考えられるのは、中山間地域における産

業低迷に起因する雇用の減少である。

　島根県の中山間地域における現在の基幹産業は、

生産額構成（図６）から言えば、絶対額の大きさ

と全国平均からの差で判断すると、公共セクター

（政府サービス生産者）�７）と建設業となる。かつて

基幹産業と呼ばれた農業の生産構成比は、わずか

２．１％にまで低下している。また、就業人口（図

７）についても、全国平均の約１．５倍の構成比を持

つ建設業の比重が高いことが注目される。また、

農業は１３．７％の就業人口比率を有しているものの、
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図４　世帯・人口増減率別の集落数分布（１９９９～２０００年
の５年間）

＊島根県中山間地域研究センター全県集落 ���データ
ベース

図５　世帯増減率別の集落分布（１９９９～２００４年）
＊出典は、図４と同様。

７）都道府県の出張所や市町村役場で用した費用を合計
したもの。



その大半は中高年層であり、例えば２０～４９歳世代

では農業従事者は２．２％に過ぎない。

　では、島根県中山間地域の主要産業の雇用は、

近年どのように変化しているであろうか。表３は、

島根県内における就業人口の増減数を、中山間地

域と都市・平地地域で比較したものである。中山

間地域では、就業人口の総数が１８，７６２人、率にし

て７．３％減少している。農業と製造業における合わ

せて２万人近い雇用消失が大きく響いており、注

目すべきは、建設業の雇用が、中山間地域全体と

して、マイナスに転じていることである。

　中山間地域においては、農業の就業人口の低下

が一層加速化すると共に、大きな雇用の場であっ

た製造業の衰退と近年雇用の受け皿であった建設

業の伸び悩みにより、地域の雇用構造そのものが

弱体化しつつあると言えよう。

盪　急速な人口・世帯減少による地域社会への影
響
　本節で述べてきた急速な人口・世帯減少は、当

然ながら地域社会やその周辺環境に大きな影響を

与える。そして、中山間地域において最も基礎的

かつ小規模な地域運営単位である集落においては、

その影響は極めて大きいと考えられる。

　図８は、集落の規模（世帯数）の違いがもたら

す集落活動の実施率への影響を比較したものであ

る。３０戸以上の集落では、農作業共同化を除く項

目が過半数の集落で継続実施されているのに対し、

２０戸未満の小規模集落では、過半数集落における

継続実施は半分の５項目に留まっている。

　高齢化や集落規模の縮小が地域社会に及ぼす影
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図６　産業別の総生産額の構成比（２０００年）
＊しまねの市町村民経済計算

表３　島根県内における就業人口の増減

公務
サービ
ス業

建設業製造業農業総数産業

＋＋����中山
間 １６９４５７２６８８９，０８５１０，６９２１８，７６２

＋＋＋��＋都市
平地 ８１５３，９３７１，３４９２，２９９２，７４４２，１４８

＊１９９５～２０００年、国勢調査

図７　産業別の就業人口の構成比
＊２０００年国勢調査

図８　集落規模の違いによる集落活動の実施率
（集落で継続的に行われている活動）

＊中国地方中山間地域振興協議会（事務局：島根県中山
間地域研究センター）が、中国地方知事会共同研究事
業の一環として行ったもの。島根県データは、６４２集
落中の３１２集落を占める。詳しいデータ等は、中国地
方中山間地域振興協議会（１９９９）。



響は、基礎的な地域運営単位である集落レベルで

は大きく、今後更なる高齢化や集落規模の縮小に

対応した新たな地域運営単位導入や機能検討が急

務となっている。

蘯　必要な拠点・ネットワークシステムの新設計
　地域における急速な人口減少は、集落活動にも

大きな影響を与えているが、同時により広域の社

会生活に必要な拠点機能と交通ネットワークシス

テムについても再設計を求めている。

　図９は、島根県中央部の中山間地域に位置して

いる公立邑智病院から２００３年現在の道路整備状況

による到達圏域を ���（地理情報システム）ソフ

トにより解析・描画させたものである。到達時間

としては、県の医療対策課等でアクセス基準時間

として使われている３０分により、分析した。この

圏域内に含まれる集落人口データを抽出し、必要

な項目を積算させ、表４に集約した。

　５年間で、３０分圏到達圏内における集落人口の

合計は、６．１％減少している。人口の急減局面にお

いては、病院等の生活拠点が対象とするサービス

人口も急減し、従来からの運営手法の持続が困難

になり、採算性が悪化するケースが頻発するもの

と思われる。

　ただ、実際の対応策は、該当病院における単純

な機能縮小になるとは限らない。このケースにお

いても、人口総数は６．１％減少しているものの、受

診機会が多いと思われる高齢者人口は５年間で変

わっていない。また、一次医療、二次医療、三次

医療それぞれを担当する病院の役割分担の見直し

も必要となる。そして、島根県中山間地域におい

ては女性高齢者を中心に４割以上が運転免許を有

していない現状を考えると、バス等の公共交通網

と連動した検討が重要となる（藤山・森山、２００４）。

　このように、人口減少下の地域においては、

様々な関連分野を組み合わせて多面的に検討し、

分散型の居住に適応した拠点とネットワークシス

テムを再構築することが不可欠となる。これは、

現在市町村合併という形で再構築が進んでいる行

政システムにも当てはまる。

盻　中山間地域集落の環境変化
　集落の規模縮小や高齢化は、同時に地域の環境

管理能力の低下を意味する。図１０は、近年（最近

１０年間）の集落で目立つ環境変化で当てはまるも

のを挙げてもらったところ、６割を超える集落で

耕作放棄地と鳥獣害の増加が指摘されている。ま

た、森林の荒廃や生物種の減少、河川水の汚染等、

半数前後の集落で目立っていることは、中山間地

域の集落を取り巻く環境変化が広範に起こってい

ることを示している。

　実際、ここ数十年で、島根県中山間地域では大

きな環境変化が起こっている。例えば、中山間地

域の４１．７％の農業センサス集落においては、２０００

―� ―���

図９　公立邑智病院からの３０分圏到達圏と１９９９～２００４年
における集落人口の増減量

表４　公立邑智病院からの３０分圏到達圏内における集落
人口、世帯数、高齢者人口の変化

高齢者人口世帯数人　口項　目

６，７１８６，９９３１９，１３５１９９９年計

６，７１３６，８６３１７，９７１２００４年計

０％�１．９％�６．１％増減率
図１０　集落で近年目立つ環境変化

＊出典は図８と同様。



年現在で耕地田面積が３０年前の半分未満となって

いる８）。これらの減少分の耕地田のかなりの部分が、

耕作放棄状態になっていると推測される。

　現在、中山間地域の縁辺集落では、図１１のよう

な耕作放棄地が急速に拡大している。近年の研究

（江口、２００３）によれば、人の手が入らず水気の多

い耕作放棄田は、イノシシの生育に好適な「天国」

であるという。

　図１２は、２０００年におけるイノシシによる水稲被

害の分布を示したものであるが、このように、島

嶼部・半島部を除いて全県の中山間地域に広がっ

たイノシシ被害は、近年、中山間地域の農業経営

の大きな阻害要因となっている。また、ツキノワ

グマ等の野生動物の出没や被害も継続的に発生し

ており９）、住民による環境管理能力の衰退に合わ

せて、中山間地域の生態系そのものが大きく変わ

りつつあることが懸念されている。

眈　重要な相続問題と土地利用調整
　前節で述べた耕作放棄に伴う環境問題等は、中

山間地域における相続と土地利用のあり方とも密

接に関係している。

　表５は、２０００年に �村で実施した相続に関する

アンケート調査であるが、農地山林の相続予定者

が決定済の世帯は３分の１強であり、そのうちさ

らに約３分の１だけが境界を認知しているという

実に危機的な相続状況が浮かび上がっている。

　このように中山間地域においては、今後所有の

空洞化に起因する土地管理上の混乱の発生が懸念

され、有効な相続手続きと総合的な土地利用計画

制度の確立が急務となっている。
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８）２０００年農業センサスデータ

図１２　イノシシ被害の分布（２０００年）
＊イノシシにより３割以上の被害が生じた水田の分布を、
農業共済データを基に地図化したもの。島根大学（作
野広和助教授、中山大介客員研究員）と島根県中山間
地域研究センター地域研究課との共同研究で整備。

図１１　１５年前に耕作放棄された水田跡
＊島根県中山間地域で２００４年夏に撮影

９）近年の具体的な鳥獣種類ごとの出没や被害データは、
しまね鳥獣情報ステーション
�������������	
�����������	�	に集約されている。

２．相続予定者の境界認知（回答総数１３３名）

回答無不　明非認知認　知項　目

１０１２６５４６回答数

７．５％９．０％４８．９％３４．６％割　合

＊２０００年１１月、村内６７８世帯に配布。４７０世帯分回収。
出所：（藤山、２０００）

表５　Ｙ村における相続状況アンケート結果

１．農地山林の相続予定者（回答総数３４７名）

回答無未　定決定済項　目

９７１１７１３３回答数

２８．０％３３．７％３８．３％割　合



眇　まとめ～地域構造の転換が問いかけるもの
　本節では、中山間地域における急速な人口・世

帯減少の背景と影響について、産業・社会・環境

等の分野ごとに集約や例示を行った。

　産業については、かつて基幹産業と言われた農

業の地位低下が著しく、８０年代以降新たな基幹産

業であった建設業も低迷し、急速な製造業におけ

る雇用減少と相まって、雇用全体が「底が抜けた」

ように減少する深刻な状況が生まれている。

　また、社会分野では、急速な人口・世帯減少は、

明らかに、集落のような従来の地域単位における

社会活動の持続を困難にしつつある。また、例え

ば医療や交通のように広域で生活を支える種々の

システムについても、急速な人口・世帯減少に対

応した設計や運営の仕組みの見直しは不可避と

なっている。

　そして、環境分野では、急速な人口・世帯減少

がもたらす環境管理能力の低下が、耕作放棄や鳥

獣害の増加という形で発現しており、新たな環境

管理の枠組みづくりが強く求められている。

　こうした急速な人口・世帯減少に伴う中山間地

域の構造転換は、決して一過性のものではなく、

行政システムや法体系あるいは国土計画のあり方

にも影響する大規模かつ長期的なものである。

　このような中山間地域における全面的な転換局

面において、関連する各分野の既往研究は、どの

ような対応策を提言しているのであろうか。次節

では、産業・社会・環境・行政の４分野における

中山間地域の既往研究の主要なアプローチを集約

する。

４．中山間地域の地域運営戦略に関する既往研究
と政策展開

　定義においても多様な中山間地域を対象とする

学術研究のアプローチは、実に多岐にわたってい

る。本４節では、中山間地域問題が頻繁に論議さ

れるようになった１９９０年代以降を中心に、産業・

社会・環境・行政（地域戦略）の４分野において、

今後の中山間地域全体に関わる地域運営のあり方

を戦略的に検討した主要な既往研究を中心に評価

し、次節に向けて今後の新たな研究や政策の必要

条件を抽出する。

盧　農林業経営論から産業振興論へ
　中山間地域は、元々農林業の行政用語として使

われたことから、農林業経営のあり方から中山間

地域の課題を分析するアプローチは、当初より中

山間地域研究の主流の一つであった。

�）農林業の衰退と条件不利性
　例えば、北川らは、『中山間地域経営論』（北川

他、１９９５）の中で、����のウルグアイ・ラウン

ド合意による農林産物の一層の自由化を契機とし

て、急傾斜地が多いなどの条件不利性を有する中

山間地域において一層の農林業の衰退が進み、農

林資源の遊休化や農林業の担い手が空洞化しつつ

ある状況を、中国地方の中山間地域を中心に明ら

かにしている。

�）農林業経営から地域経営へ
　同書は、個別農家の規模拡大による自立経営を

目指す農業基本法による政策路線が、中山間地域

において破綻している事実を指摘した上で、集落

営農等の経営組織化、畜産を核とした資源利用シ

ステムの再編、国土保全と林業の連携、流通や加

工業と一体化した地域産業の複合化システム、都

市と農山村の交流など、従来狭義の生産力拡大に

傾きがちであった農林業経営論のあり方から一歩

踏み出した論議を展開している。

�）農林業支援セクターの肥大化
　農林業経営を考える際に忘れてはならない構造

的問題は、支援行政セクターの肥大化である。中

山間地域が大部分を占める島根県に例を取れば、

県予算に限定しても、農林業の生産額１０）を大きく

上回る農林業予算１１）が投入されている状況が続い

ている。このような産業への行政投入額が産業生

産額を上回る逆転現象は、他の製造業やサービス

業などには見られず、支援行政セクターが本体よ

りも肥大化した特異な産業構造となっている。

　このような支援行政セクターの肥大化による特

異体質は、国の農業関係予算の過半が農業農村基

盤整備事業等の公共事業投資によって占められる

ように、建設業と一体化した構造を有している

（矢口他、１９９９）。前述した島根県の事例において

も、県の農林業予算の中で、公共事業費は、農林

―� ―���

１０）４５８億円（２０００年、農林業の県内総生産額）
１１）７７７億円（２０００年度一般会計当初予算）



業の総生産額に匹敵する額１２）となっている。

�）農林業の多面的機能への注目と直接支払い
　こうしたハード事業優先の農政の展開に対して、

農業の多面的機能に注目して２０００年度から導入さ

れたソフト事業が、中山間地域直接支払い制度で

ある。

　この日本版デカップリングと目される直接支払

い制度は、耕作放棄の無秩序な拡大に歯止めをか

ける効果は発揮しているものの、先行した ��の

制度と比して、農家所得の補償効果と環境保全効

果の両面において中途半端な段階にとどまってい

ることは否めない。例えば、制度導入２年目の

データで見ると、直接支払いを受け取る集落協定

参加者１人当たりの平均交付金額は、８．３万円にと

どまっている。また、交付金のうち個人配分を除

いた共同取組活動の使途で見ると、多面的機能増

進に取り組んだ割合は、協定数にして２９．４％、金

額にして５．４％となっている（（財）都市農村漁村

交流活性化機構、２００２）。今後の同制度の更なる継

続と拡大を求めたい。

��）新しい産業振興戦略の必要性
　前節で述べたように、農林業の産業規模につい

ては、他産業に比してその生産額や就業人口が極

めて小さくなっており、従来型の狭義の素材生産

としての農林業にとどまる限りは、中山間地域経

済全体の急激な縮小傾向に歯止めをかける存在に

は成り得ない。また、農林業支援の行政セクター

や関連する建設業についても、財政危機に伴う公

共投資の圧縮でこれまでのような産業規模の維持

は困難となろう。中山間地域の産業振興全体を展

望する数少ない著作である『市町村合併の時代／

中山間地域の産業振興』は、「地域資源を見直し、

独自的な特産物の生産や独特な集客、滞在型施設

の設置運営」等により新たな産業化に取り組んで

いる事例を全国的に集約・分析している（関・長

崎、２００３）。また、旧来の中山間地域の農林業の殻

を破る斬新な広報とマーケティング戦略により、

人口１，２００人余りの村でゆずを中心に年間２０億を超

える売り上げを記録している馬路村のような事例

も出てきている（大歳、２００２）。

　直接支払いのような環境保全との連携、グリー

ンツーリズムのような交流・体験産業との連携、

そして馬路村の事例に見られる情報産業としての

進化といった視点が、今後の農林業を基点とした

産業振興に必要と考える。

盪　過疎論からのアプローチ
　中山間地域の大部分は、「中山間地域」という言

葉が生まれる以前、急速な人口減少によって特徴

づけられる「過疎地域」という名で呼ばれており、

実に多くの関連研究がなされてきた。改めて人口

減少の加速化が懸念される中、「過疎」というキー

ワードからどのような研究アプローチがされてい

るのであろうか。

�）各年代における過疎現象の推移
　過疎とは、わが国において経済の高度経済成長

に伴う人口の都市への集中を背景として、１９６０年

前後から始まった農山漁村地域における急速な人

口減少が生み出した社会問題を指す（総務省、

２００２）。１９６０年に１，３０４万だった過疎地域の人口は、

１９８０年には８８１万へ、そして２０００年には７１３万へと

急速に減少した。５年間ごとの減少率は、６０年代

には１０％以上を示し、７０年代後半から８０年代前半

にかけては４％前後とやや鈍化傾向を見せたもの

の、８０年代後半からは５％を超え、人口減少の再

加速が懸念されている。

�）新たな過疎研究の登場
　山本は、このような人口流出の年代的推移に対

応するように、１９９０年以降、過疎研究も、従来の

人口流出メカニズムとそれに起因する地域生活の

困難性に焦点を当てた「流出人口論的過疎研究」

に加えて、過疎地域に残り生活を営む定住人口や

�・�ターンによる流入人口を対象とした「生活人

口論的過疎研究」が展開されるようになったと整

理する（山本他、１９９８）。後者の過疎研究において

は、例えば、過疎地域に暮らす人々の生活意識や

若者定住の状況が、自殺や �・�ターンのなどの

社会的分析により解明されている（山本他、１９９６）。

�）限界集落に関する事例研究
　第２節・第３節で述べた中山間地域における集

落の人口減少・高齢化とその社会的影響について

も、多くの先行研究がある。

　例えば、大野は、１９９０年時点における高知県の

山村集落調査を基に、「高齢化率が５０％を超え、高

齢化で集落自治の機能が低下し社会生活の維持が

困難になっている集落」を「限界集落」と定義し、

―� ―���

１２）４６０億円（２０００年度一般会計当初予算）



「限界集落」が調査対象町において急速に拡大する

構造的要因や関連する集落機能の低下や環境問題

の発生等を分析している。（大内他、１９９３）

　また、立川は、岡山県の中山間地域の町におい

て、１９９０年までの３０年間の集落人口分析を基に、

中山間地域集落の存続のための必要水準として、

「集落戸数規模として２０戸前後以上、また小学校ま

での距離として�３．５���以下」を導き出している

（児玉他、１９９７）。

　これらの先行研究に従って島根県中山間地域の

集落データにより集約すると、高齢化率５０％以上

集落は全体の１２．４％を占める４４３集落、戸数２０戸

未満集落は全体の４６．６％を占める１，６５９集落とな

り、島根県中山間地域では「限界集落」化が広範

に進んでいることになる。

　しかし、これからの中山間地域における急速な

人口・世帯減少は、従来からの集落という枠組み

で一定の機能を発揮し得ない集落を「限界集落」

と規定するだけでは、課題解決にはつながらない。

むしろ、旧来の集落という枠組みに固執すること

なく、人口・世帯減少に対応した新しい基礎的な

地域運営単位を発想・構築することがより建設的

である１３）。

�）システム過疎論からの農山村社会の再検討
　徳野貞雄は、過疎の実態分析の重要性は評価し

ながらも、問題の本質は、２０世紀において形成さ

れた人口増加パラダイムを前提とした制度やシス

テムが、逆に人口が少なくなった農山村の実態と

合わなくなったところにあると主張する（山本他、

１９９８）。　徳野は、このような現象を「システム過

疎」と呼び、人口増加の可能性もないのに過疎の

克服を叫ぶよりも、人口減少社会に適合した制度

やシステムを作り、少ない人口でも生活の質の高

い社会を目指すべきだと論ずる。

　このような過疎を絶対的なハンディキャップと

してみなすのではなく、むしろ人口減を前提とし

て地域構造の転換を目指すアプローチは、今後の

わが国全体が人口減少時代を迎える中で、中山間

地域政策の柱となるのではなかろうか。

蘯　環境論からのアプローチ
～循環型社会の先進地域としての中山間地域

�）持続可能な中山間地域を目指して
　植田らは、『循環型社会の先進空間　新しい日本

を示唆する中山間地域』の中で、グローバリゼー

ションの下での地域の最優先課題は、持続可能な

地域社会をつくるための自立的な経済的基盤を再

構築することであると論ずる（植田他、２０００）。そ

のためには、中山間地域に固有の環境資源に着目

した地域経営のあり方が重要であり、公益的機能

やルーラルアメニティの維持・増大を通じて、持

続可能な都市づくりとの水平的な連携関係づくり

が必要であると説いている。

�）自然と共生する循環型社会の先進地域として
　持続可能な中山間地域を構築する手法として、

同書の中では、自然環境との共存を図るエコツー

リズムや地球温暖化防止にも貢献するバイオマス

エネルギーなどの新しいアプローチの必要性が唱

えられている。そして、中山間地域から環境保全

に向けた新しい価値観を発信し、それを裏付ける

科学技術や制度改革に率先して取り組むならば、

中山間地域は、２１世紀において構築を待たれる自

然と共生する循環型社会の先進地域としての役割

を担う展望が期待されている。

�）必要とされる具体的な環境管理手法の提示
　こうした環境論からの中山間地域の再生の方向

については、従来の研究や政策にあまり見られな

かった中山間地域の積極的役割を今後の持続可能

な社会への中に位置付けたことを高く評価したい。

今後、自然と共生する循環型社会の先進地域とし

ての地域運営を具体化するためには、例えばエコ

システムマネジメント１４）やランドスケーププラン

ニング１５）のような、今後の環境政策の展開に欠か
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１３）中国地方中山間地域振興協議会（１９９９）では、今後
の中山間地域の新たなコミュニティ構造として、従来
の集落を連携させた「集落ネットワークによる新たな
コミュニティ」創造を提案している。

１４）１９９０年代以降、アメリカ合衆国において主流になり
つつある自然資源管理の考え方。その主な特徴として、
健全な生態系を維持することのみを独立して追求する
のではなく、経済的実行可能性と社会的受容性と同時
に成立しうる管理のあり方を探ることや、実行にあ
たっての共同・協力の重視、不確実性に対応して継続
的なモニタリングを基に柔軟な管理体制を展開する適
応型管理（��������	
��������）の導入、分権的な
資源管理システムなどが挙げられる。地域エリアとし
ては、水系に着目した流域管理に収斂していくことが
想定されている（柿澤、２０００）。

１５）ランドスケープという地域における自然と人間の営



せない要素である住民参加を促す、新しい発想に

よる環境管理手法が必要とされよう。

盻　行政のあり方と今後の地域戦略
　～内発的発展論、国土政策論、土地利用論

�）外来型開発から内発的発展へ
　戦後の国土政策の展開を振り返り、中山間地域

の新たな地域戦略を１９９０年代に政策提言したもの

の一つに内発的発展論がある。その代表的な論客

である保母は、高度経済成長期の拠点開発方式か

ら８０年代後半のリゾート開発にいたるまで、わが

国の地域開発政策が、外来型開発方式に偏ってい

ると指摘する。そして、中山間地域の維持・発展

を図るためには、第一に、各地域が持つ資源、技

術、産業、人材、ネットワークを活かして、自ら

の努力によって地域の技術力、経営力、資金力を

強化する内発的発展のための努力が必要であると

説く。しかし、都市との格差が広がっている中山

間地域では、自助努力のみで維持・発展を図るこ

とは困難として、農山村と都市との連携、直接的

所得補償制度等を含む国家による新しい農村維持

政策が必要と訴えている（保母、１９９６）。

�）定式化が困難な内発的発展方式
　これは、保母も留意している点であるが、内発

的発展は、各地域の個性に立脚した多様な社会発

展を目指すものであり、その一般的な定式化は本

質的に困難となり、地域戦略としての広範な普及

や展開が容易ではない性格を持っている。しかし、

そうした内発的発展を誘導する共通の基盤整備無

くしては、単なる自助論に陥るわけであり、内発

的発展を可能にするプラットフォームを明らかに

することが重要と考える。

�）現在の国土政策の中での中山間地域
　では、現在のわが国の国土政策の中では、中山

間地域は、どのように扱われているであろうか。

　伊藤敏安は、戦後の国土計画の問題点として、

「地方の顔が見えない」ことを挙げながら、２１世紀

に入り、従来五全総まで継承されてきた「均衡あ

る発展」という理念が、「個性ある発展」を重視す

る方向に転換しつつあると分析する（戸田他、

２００２）。

　実際に、国土審議会基本政策部会の中間報告を

受けて検討が進められている新しい国土政策の中

では、都道府県を越える「地域ブロック」と複数

の市町村からなる「生活圏域」が、それぞれ競争

力とアイデンティティを持つ「自立圏連帯型国土」

の形成が求められている。後者の「生活圏域」は、

交通１時間圏・人口３０万人前後のエリアがイメー

ジされており、人口が減少しても生活レベルを維

持できる地域づくりが必要とされている（国土交

通省、２００４）。

　この「新しい国のかたち」と呼ばれる国土政策

の特徴の中で、「中山間地域、特にその山間部」は、

「一定のまとまりのある生活圏の形成には困難が伴

う」地域とされ、この「二層の広域圏」に対して

「農業生産などで私たちの暮らし」を支える「自然

共生地域」としての位置付けがされている。そし

て、国土保全・景観・環境保全・食料供給・ツー

リズム等の地域特性を活かして、「生活圏」を構成

する都市エリアと交流・連携を行うことが期待さ

れている。もはや、中山間地域は、都市地域から

その後進性や条件不利性により支援を受ける存在

から、その「個性」を活かして都市地域の良き

パートナーとして自立することを求められている

と言えよう。

�）広域ブロック志向と市町村合併
　こうした国土政策における広域ブロック志向と

軌を一にするように現在展開されている行政の広

域ブロック化が、市町村合併である。吉村弘は、

地方分権の推進、多様化・高度化する住民ニーズ

日常活動圏の拡大、財政難による行財政効率化な

どに対応するために、現在、市町村合併は避けて

通れないと説く（戸田他、２００２）。中山間地域の町

村は、ほとんどが小規模かつ財政難であり、今回

の「平成の大合併」のターゲットとなっている。

　行政関係者の間では、合併後の市町村内に地域

格差が生じることを懸念する声が最も高く１６）、多

くの縁辺地域を抱える中山間地域ではその危惧は

さらに強くなると思われる。しかし、前回の「昭

和の大合併」から約５０年、その間に人口が半減し

た町村も中山間地域では珍しくない。システム過
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１６）すべての市町村長ならびに議会議長に対して行われ
た「市町村合併に関するアンケート結果」（第２５次地
方制度調査会、１９９７年実施）

みの姿を総覧する概念により、健全な自然・人間関係
の再構築を図るアプローチ。可視化手法により、環境
に対する理解を高めながら住民参加の地域づくりを誘
導できる（武内、２００３）。



疎論の見地から見るならば、地方行政システムも、

今後の一層の人口減少を見越して枠組み自体の見

直しは必須である。今回の市町村合併においては、

単なる機械的な数合わせや政府の支援措置ほしさ

のものでなく、持続可能な行政システムへの転換

に資することのできる枠組みや手法を選んで行わ

れるべきである。

�）無秩序な中山間地域の土地利用計画制度
　国土政策の中で様々な位置付けをされてきた中

山間地域であるが、その政策を着実に実行する法

制度や計画体系となると、不整合や「縦割り」が

目立ち、中山間地域において分野や地域を横断し

てバランスと連携のとれたプランニングを行うこ

とが極めて困難となっている現状がある。

　例えば、土地利用計画制度について見ると、わ

が国における法定土地利用計画制度は、１９１９年の

旧都市計画法から始まる。これにより、都市地域

については、住居地域や商業地域等の用途地域が

指定され、まがりなりにも総合的な土地利用計画

の法的な根拠が定まったわけである。これに対し、

農村地域に対しては、当初、農村計画法の制定論

議も展開されたが実らず、結局、都市計画法のみ

制定された（北村、２００３）。

　したがって、ほとんど都市計画区域が存在しな

い中山間地域においては、国土利用計画法の土地

利用基本計画で分類された農業地域、森林地域、

自然公園地域及び自然保全地域について、それぞ

れ農業振興法、森林法、自然公園法ならびに自然

環境保全法による別個の土地利用計画が並列的に

存在し、相互の調整を横断的に図る法制度は事実

上機能していない。これは、１９３２年に早くも、都

市計画法が、「都市農村計画法」と名称変更され、

都市と農村に対する包括的な土地利用計画制度を

整えたイギリスとの大きな違いである（柿本、

２０００）。

眈　まとめ
　ここまで、産業・社会・環境・行政（地域戦略）

の４分野の既往研究の成果を踏まえ、今後の地域

構造の転換に対応するための研究や政策の必要条

件を探ってきた。本節で紹介した研究以外にも、

高齢化により今後一層重要性が増すと思われる福

祉分野や近年人気が急上昇している産地直売所経

営、そしてグリーンツーリズムの動向など多様な

研究も展開されているが、今後の中山間地域研究

が共有すべき課題認識、解決方向、実行手法は次

のようなフレームに集約されるのではなかろうか。

�）課題認識：地域システム全体の再構築
　各分野の既往研究を通して改めて確認された課

題認識は、現在の中山間地域が抱える課題は、決

して分野的・地域的・時間的に限定されたもので

はなく、中山間地域を動かしてきた制度や枠組み

全体の見直しが迫られているということである。

システム過疎論が説くように、旧来の状態に対す

る落差の是正を求めるのではなく、訪れつつある

新しい人口減少を基調とした地域構造に適応した

地域運営の体系づくり、すなわち地域システムの

全般的な再構築が不可避であり、大前提となる。

�）解決の方向：環境・持続志向
　もはや、都市地域に追いつき、追い越せと「活

性化」を図る時代ではない。環境分野のみならず、

産業分野においても、そして行政の国土政策にお

いても、現在中山間地域に求められていることは、

都市地域が持ち得ない環境資源の保全と提供であ

る。人口減少は、管理体制の組み替えに成功すれ

ば、環境負荷の低減と持続性の向上にプラスと成

りうる。

　イングランドにおける田園地域（カントリーサ

イド）の人口は、１９８１～２００１年において約１５０万

人、率にして１２％以上、増えている。これは、同

時期の都市地域の約８０万人（増加率２．４％）を上

回る（��������	
�����������、２００４）。このよう

な安定した人口動向をもたらしているものは、国

民の９１％が、「イングランドの田園地帯が現在の姿

で守られることが多くの人々にとって重要である」

（��������	
�����������、２００４）という国民的合

意ができており、ツーリズムを基幹産業として田

園地帯の環境資源を享受する体制が完成している

からである。

　従来のわが国の中山間地域研究では、過去の人

口や産業状態と比較して、現在の衰退を問題とす

るアプローチが多く取られてきた。しかし、大き

な転換期にある現在だからこそ、未来において落

ち着いた形で持続すべき中山間地域の姿を国民全

体と展望・共有すべきと考える。

�）実行手法：必要な分野・地域横断の研究体制
と時系列の対応整理を可能にする体系づくり

　中山間地域に関しては、長年、各分野や地域ご
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とに数多くの優れた研究やそれに基づいた政策提

言がなされてきた。しかし、中山間地域は、１９６０

年代の過疎期以降、危機の時代と言われ久しい。

そして、今新たな転換期を迎え、未だに今後の地

域戦略の全体像が共有されているとは言い難い。

これは、個々の研究自体の分析や結論の誤りとい

うよりも、地域と分野を横断して研究分析や政策

提言を統合する手段や体系の不在または不十分さ

と言わざると得ない。

　第３節で整理したように、現実の中山間地域に

おいては、人口・産業・環境・社会等の各分野の

構造転換が相互連関的に進行している。例えば、

集落人口の減少・高齢化が、耕作放棄と鳥獣害を

相互補強的に進行させ、地域社会を弱体化させ、

それがまた集落人口の減少に拍車をかけるといっ

た様相であり、特定の分野や地域における限定さ

れた課題解決では対処できない状況にある。そう

した複雑な地域状況について、分野や地域を横断

して包括的に現状把握、分析予測、計画立案、政

策展開、事後評価のサイクルを展開できる共通の

研究システムこそ、今までの中山間地域研究で十

分に育成されてこなかったものではなかろうか。

　この中山間地域研究の総合システムは、単に関

連研究を羅列的に並べるデータベース的なもので

は機能しない。また、従来しばしば見られたよう

に、研究のために自己目的化し、実際の社会を動

かす住民や行政との協働・連携が不足したものも

同様である。急速な中山間地域の時系列変化に対

応して、分野や地域の壁を乗り越えて、現状把

握・分析予測・計画立案・政策展開・事後評価の

サイクルを住民ならびに行政と素早く共有できる

仕組みが重要であり、地域経営のための総合マネ

ジメントシステムとして発展・公開されることが

望まれる。

５．持続的な中山間地域運営に向けたマネジメン
トツールとしての ���（地理情報システム）

　前節では、既往研究の成果を踏まえ、今後の中

山間地域研究に求められるものとして、地域シス

テム全体の再構築を環境・持続指向で行う、総合

マネジメントシステムのフレームづくりについて

提案した。

盧　必要な住民を中心とした広範な情報共有
　この持続可能な中山間地域マネジメントを実現

するために最も必要な要素とは何であろうか。そ

れは、まず住民を中心とした広範な情報共有であ

ると考える。

　地域マネジメントの主人公は、当然ながら住民

であり、いくら優れた現状分析や緊急性のある政

策提言も、研究者や行政内部で留まっている限り

は、実効性に欠ける。地域システムを再構築する

ような大きな政策展開においては、一見遠回りに

見えても、地域住民が実感を持って地域の課題や

可能性を共有できるような合意形成のプロセスを

踏むことが不可欠である。また、例えば産業や環

境分野のように、交流・産地直売産業や上下流連

携など、地域住民が情報発信力を強化し、都市住

民と結んだ広域での情報共有を行うことも一層重

要となる。

盪　���による情報共有の促進
　このように住民を中心とした情報共有に基づい

た地域運営を支援し、分野・地域を横断して時系

列の対応をマネジメントする情報ツールとして、

近年注目されているものが、���である。���は、

一般的には、「一定のモデルに基づいて地理空間の

計量や位相を操作可能なものとし、コンピュー

ターを使って自動処理するシステム」（地理情報シ

ステム学会、２０００）として定義されており、１９９０

年代に入り、地域計画における利用が普及しつつ

ある（生駒、２００２）。

　���が地域マネジメントツールとして優れてい

る点は、まず、地域や分野を横断した広域・総合

的な分析や表示が可能なことである。コンピュー

ター上の地図では、スケールを集落のような小地

域から全国のような大地域まで自由に変化させ表

示できる。また、異なる分野の情報をそれぞれ違

うレイヤーに納め、重ね合わせての表示・分析も

実行できる。このことは、環境管理のように、異

なる分野による複合的な影響を把握・調整する際

に極めて有用な機能である。そして、注目すべき

は、分析や検索結果が誰にもわかりやすい地図の

形で表示されることであり、住民へのアカウンタ

ビリティが重視される現在の地域運営に対応でき

る（藤山、２００３）。

　例えば、２節の図５のような ���マップでは、
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集落という小地域の人口動向を全県的広がりの中

で直感的に把握できる。さらに３節の図９は、こ

の集落データを、医療機関分布と道路網のデータ

と重ねネットワーク分析を行うことで、病院への

交通アクセス状況を住民にもわかりやすい形で説

明している。この交通アクセス分析における ���

マップのレイヤー構造は、図１３のようになってお

り、必要に応じて他分野のデータ（例えば、バス

路線など）や異なる時点でのデータをいくらでも

重ね合わせ、分野や時系列を横断した分析が可能

となっている（藤山、２００４�）。

蘯　島根県中山間地域における ���の活用事例
　このような ���の特質に着目して、島根県中山

間地域研究センターでは、発足時の１９９８年度から

中山間地域の現状分析や計画支援ならびに情報発

信などに、���が積極的に活用されている。

　２節で紹介したような集落人口をはじめ、バス

交通、医療機関、国勢調査、産地直売所、農業セ

ンサス、イノシシ被害（２節図１２）、森林植生、気

象など多様な分野・項目において、���データ

ベースが整備・活用されている。例えば、土地利

用については、デジタル地籍データが整備されて

いる島根県の羽須美村（現・邑南町）で、人口・

世帯の急減局面が到来し森林農地の管理放棄が懸

念されるところから、���を活用した総合的な土

地利用マネジメント手法開発を，森林・農地・鳥

獣対策・リモートセンシングの４部門を連携して

分野・機関横断型の研究体制で展開している（図

１４）。

　また、２００２年秋からは、こうした ���研究の蓄

積を活かし、新庁舎整備に併せて、前述したよう

な住民参加型の新たな地域マネジメントの実現を

支援するために、インターネット公開型の ���で

ある �������を新規開発している。その特色は、

インターネット上の地図により、住民も含めて自

由な情報の受発信が可能であることで、小学生も

参加した流域環境マップや地域資源マップなど多

様な取り組みが展開されている。また、インター

ネット上の地図で、森林計画や鳥獣被害について

全県的な情報共有を図るシステム、地域住民が産

地直売所とその商品などを地図案内と連動して直

接都市住民に ��するシステム（おいしさ満載

ネット、図１５）等も開発・公開している（藤山、

２００４�）。

盻　���による中山間地域マネジメントの支援
　以上述べたように、���は、今後の持続可能な

中山間地域運営を支援するツールとして、大きく

貢献できるものである。図１６に集約したように、

分野・地域・時系列を横断し、インターネットと
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図１４　���を活用した土地利用マネジメント研究の展開
イメージ

図１５　おいしさ満載ネットの画面例

図１３　���マップのレイヤー構造例



の連動により地域住民・都市住民も含めた広範な

情報共有を実現できる可能性を有している。

　���は、もちろん、中山間地域だけに特化した

情報システムではない。しかし、広大な面積を少

ない人口・拠点で管理・運営しなければならない

地域特性やこれまで都市地域に比して決定的に

劣っていた情報発信力を補う役割からしても、今

後の持続可能な中山間地域マネジメントに欠かせ

ないツールと言えよう。���は、すでに中山間地

域における研究分析や情報共有に活用され始めて

いるが（藤山、２００３、２００４�、２００４�）、より一層

の普及が望まれる。

おわりに

　本論文は、まず、全国でも人口の減少と高齢化

が先行して進む島根県の中山間地域をケースとし

て、地域構造転換に関する分析を行った。島根県

の中山間地域は、現在人口・世帯の急減局面が訪

れており、産業・社会・環境等の分野での対応し

た構造的変化が進行している。

　このような構造的変化が始まったと見られる

１９９０年代以降の中山間地域関連の研究や政策展開

を整理すると、今後の中山間地域の地域システム

全体について環境・持続指向で再構築する必要性

と、そのための分野・地域を横断して時系列の対

応をマネジメントするフレームの重要性が浮かび

上がる。

　近年、発達・普及が目覚ましい ���は、こうし

た地域の再設計プランの作成や継続的なモニタリ

ングを分野・地域横断で行うことを強力に支援す

るツールとして極めて有望である。さらに、イン

ターネットと連動させた�������により、今後の

地域マネジメントを、住民を中心とした広範な情

報共有に基づき展開していくことが期待される。

　現在、中山間地域が抱える課題状況は複雑かつ

深刻であり、���といったツールによりすべて解

決できるものではない。また、そうした ��を活用

できる地域マネジャー的な人材不足やインター

ネット網の普及率など、中山間地域では、���活

用に向けての課題も残っている。しかし、持続可

能な中山間地域を実現するための「神経系」のイ

ンフラ整備として、���は大きな意義を有してい

るのではなかろうか。
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